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震災時の対応について

＊詳細については、専門家に相談して下さい。

弁護士　北川ひろみ 弁護士登録名　北川ひろみ
所　　　　属　南舘・北川・伊藤法律事務所（名古屋市中区）
　　　　　　　愛知県弁護士会登録
　　　　　　　（南山大学大学院法務研究科〈法科大学院〉非常勤講師）
取 扱 分 野　商事（企業法務）・民事・家事

※個別の御相談は中川法人会事務
局を通してお願い申し上げます。

この度の東日本大震災により被害を受けられた方々には心よりお見舞い申し上げます。この地方の
中小企業の皆様にも多かれ少なかれ震災の影響が及んでいるようで、震災後、関連する様々なご相
談を受けました。また、この地方でも近い将来、大地震が起こると言われていますし、計画停電の可能
性もあります。そこで、今回は、震災時に起こりうる事例をピックアップして、その対応についてお話し
したいと思います。

従業員の自宅待機時の給与について従業員の自宅待機時の給与について

Ｑ：震災による取引先の倒産や連
鎖倒産が心配です。

Ａ：震災という理由だけで当然に債
務が免除されるわけではありま
せん。従って、支払いができな
くなった取引先が倒産するとい
う事態も想定しえます。しかし、
今回のような未曾有の大震災の
場合には、被災者を救済するた
めの特別立法の制定が期待され
ますので、個々のケースにおい
て、復興に向けた知恵を出し合
うことで何とか乗り越えていき
たいものです。

事業への影響事業への影響
Ｑ：会社が事務所として借りている建物が被災して使用できなくなった
場合、賃貸借契約はどうなりますか。

Ａ：建物の主要部分が壊れてしまい「滅失」した場合には、賃貸借契約は終了す
るのが原則です。部分的に壊れているけれど修理すれば使用できる場合は、
大家さんに修理を求めることができます。但し、契約によっては、借家人が
修理することになっている契約もありますので、その場合には契約内容から
ケースバイケースで判断することになります。また、建物の損壊の程度がひ
どく修理に要する費用が高額である場合などには、建替えを希望する大家さ
んから立退きを求められることが考えられます。このような場合に立退きを
しなければならないかについては、損壊の程度や修理金額、耐久年数、立退
料などによって、総合的に判断することになります。

Ｑ：修理や避難命令により事務所として使用することができない間も、
賃料を支払わなければいけませんか。

Ａ：震災という不可抗力によって建物を客観的に使用できないといえる場合には、
その間は賃料の支払義務がないと考えられるケースが多いです。

借りている事務所が被災した場合について借りている事務所が被災した場合について

Ｑ：震災時に従業員を自宅待機させる場合、従業員に給
料を支払わないといけませんか。

Ａ：労働基準法26条は、「使用者の責に帰すべき事由による
休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該労働
者に、その平均賃金の百分の六十以上の手当を支払わな
ければならない。」と定めています。つまり、使用者である
会社の都合や責任により、従業員が自宅待機することに
なった場合には、給料の６割分の休業手当を支払わなけ
ればならないこととされています。例えば、経営不振によ
り事業を一時休止する場合や、経営者の調整不足により
資材の調達が遅れたために一時休業する場合などは、休
業手当を支払うことになります。
他方、会社の責任に基づく休業に該当しないものとしては、
従業員が私病にかかってしまったために休職する場合や、
会社が災害に被災して事業が行えない場合があげられま
す。今回の東日本大震災により会社が被災してとても事業
を行うことができない状況のために止むを得ず従業員を
自宅待機させる場合も、会社の責任に基づく休業とは言
えないでしょう。従って、原則として、休業手当を支払う必
要はありません。
但し、震災時といえども、会社は、休業という事態を招か
ないように最善の努力を尽す必要がありますので、被災の
状況や程度、休業の時期によっては、会社に責任が認めら
れる場合もあります。例えば、被災後、事業を再開できる
環境にありながら、漫然と従業員を自宅待機させるとなる
と、何らかの合理的な理由がないと、会社の責任に基づく
休業と判断される可能性がありますので、注意して下さい。

Ｑ：今回の計画停電の場合はどうですか。

Ａ：一般に、電力会社による計画停電の実施は会社の責任に基
づくものではありませんから、原則として、会社は、計画
停電時に自宅待機を命じる場合に、休業手当を支払う必要
はありません。
しかし、停電が実施されても、必ずしも事業を休止する必
要のない部門の従業員まで自宅待機させる場合は別です。
また、計画停電が１日の内、数時間であるにもかかわらず、
終日、自宅待機を命じた場合も問題があります。計画停電
になっていない時間帯は停電という理由がありませんので、
その時間帯に自宅待機を命じることは会社の責任に基づく
休業にあたると考えられる余地があります。しかし、停電
の時間や事業の内容等によっては、計画停電の時間帯だけ
を自宅待機とすることが、かえって、その会社にとって、
経営上著しく不適当と認められる場合もあるでしょうから、
そのような場合には、会社の責任に基づく休業とはいえず、
休業手当を払わなくてよいと考えられます。
震災による事業への影響を極力少なくするために、日頃か
ら、電力需要の調整を検討しておくとよいですね。
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その他　企業勤務経験を活かした労務管理を得意分野とする。
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労務トラブルを防ぐ ～未払残業代請求 その１～

（注意）個別案件については、弁護士ないし社会保険労務士など専門家に必ずご相談されることを推奨します。

１．サラ金”の次は企業が狙われている！－過払い金請求の増加と消滅－
　「消費者金融への過払い金請求」という言葉を聞かれたことが
あると思います。弁護士や司法書士のテレビやラジオのＣＭが多
く流され、電車広告が何種類も貼ってあったのはまだ記憶に新し
いところです。
　この過払い金請求バブルもそろそろ終焉に近づくとみるや、一
部の専門家は、次の収入源として「サービス残業等による従業員
から会社への未払い賃金請求」を検討しています。これは、どの
ような方法で行われるかというと、『会社に、（労基法115条に
基づく）過去２年分の未払い賃金を請求し、それに加え、（労基
法114条に基づく）それと同額の付加金請求を求めてくる』とい
うようなものです。
　これらが大々的に行われると、会社によっては、存亡の危機に
陥ってもおかしくない状況になることが推測されます。

２．未払い賃金請求方法の多様化
　現状、労働者（退職者）が会社に対し、未払い賃金を請求しよ
うとする場合、実に多岐にわたる方法が考えられます。
⑴是正勧告
　まず、未払い賃金問題がある場合、労働者等は労働基準監督
署に相談することが多いものと思われます。通常、労働基準監
督署は、労基法104条１項に基づく労働者の申告により、同
101条１項に基づく事業場への臨検を行います。法令に違反し
ている事実、すなわちこの場合ですと、労基法24条１項の「全
額払いの原則」に違反している事実がある場合、是正勧告を行
います。
　是正勧告により、労働基準監督署は事業主に是正を促す、す
なわち未払い賃金を支払うよう促すことになります。悪質な場
合送検され、さらには30万円以下の罰金（労基法120条）とい
う刑事罰が課されます。
⑵個別労働紛争
　問題の解決に、個別労働紛争解決促進法を利用する場合も見
受けられます。労働基準監督署などに設置されている総合労働
相談コーナーには、年間114万件（平成21年度）以上の相談が
持ち込まれます。
　都道府県労働局長の助言および指導や紛争調整委員会による
あっせんにより、未払い賃金が請求されることになります。
⑶内容証明郵便
　会社に対し、未払い賃金請求の内容証明郵便を送付する場合
もあります。これは、専門家の支援を受けて行うことが多いと
思われます。法的拘束力があるわけではありませんが、会社と
しては、一定の対応を考えることになります。内容証明郵便の
作成を代行するという専門家もインターネット等で簡単に見つ
けられます。
⑷労働組合
　労働者が労働組合（合同労組やユニオン等を含む）に加入
し、未払い賃金を請求してくるケースもあります。この場合、
会社側と労働組合とで団体交渉を行い、未払い賃金についてど
のようにするかを話し合うことになります。
⑸専門家による労働審判・民事訴訟
　まず、労働審判という方法があります。労働審判は、裁判官
１名と労働問題に関する専門的知識・経験を有する２名の労働
審判員で構成される労働審判委員会で手続きは行われます。適
宜、調停を試み、それによる解決に至らない場合は、労働審判
ということで、実情に応じた解決案を提示することになりま
す。
　そして、未払い賃金に対する民事訴訟があります。その際に
は、労基法114条に基づく付加金請求も同時に行われることが

多いものと思われ、裁判所が妥当と判断した場合、未払い賃金
と同額の付加金を支払うことになる可能性もあります。
　このように、未払い賃金がある場合、使用者は、労働者等か
ら、ありとあらゆる方法で請求される可能性があるということ
をまず、知っておく必要があります。そして、その中でも弁護
士が代理人となることができる労働審判や民事訴訟の場合は、
厳しい結果が待っている場合が多いことを認識する必要があり
ます。

３．厳しい結果が予想される残業代訴訟
　訴えを起こす労働者等は、会社に「労働時間の開示請求」を行
う可能性が高いものと思われます。労基法においては、労働時間
の開示義務までは要求していません。しかし、労基法108条に基
づく賃金台帳への「労働時間数の記入義務」、また『労働時間の
適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準』により
「始業・終業時刻の確認および記録義務」は求められており、労
働時間管理義務が使用者にあるのは明白です。
　また、「給与に残業代が含まれていた」「時間外労働命令を
行っていない」「管理監督者として取り扱っていた」などの反論
は、よほどきちんとコンプライアンスに則り管理を行っている事
業所でない限りは聞き入れられる可能性は低く、非常に厳しい結
果を招くことは想像にかたくないところです。

４ ．ますます厳しくなる監督行政
　2010年４月には、月60時間を超える時間外労働に対する割増
率を引き上げることを主な改正点とする改正労基法が施行されま
した。これは「長時間労働を抑制し、労働者の健康確保を図るこ
と」を目的に改正されたものです。そして、労働組合で構成され
る連合を支持基盤に持つ民主党政権の誕生もあります。これらの
影響を受け、労働基準監督署をはじめとする行政等の規制が、一
層厳しくなっている感もあります。

５．当事者意識が欠如している中小企業
　ところが、当事者である会社、とりわけ多くの中小企業は法的
に非常に無防備です。労基法15条に基づく「労働条件の明示」を
行っていない、労働者を10人以上雇っている事業所において就業
規則がない（または不整備）など、非常にリスクの高い状況にあ
ります。
　いまだに、「営業社員には何時間働かせようと残業代支払いは
必要がない」「役職手当を支払っていれば残業代の支払いは必要
がない」と思っている経営者も散見されます。逆に、「役職者で
も残業代が必要な場合があるの!?」とびっくりされる始末です。こ
のような状況ですから、当然、未払い賃金を請求されるとひとた
まりもありません。

６．一定の対策が必要！
　以上から、残業代などの未払い賃金をきちんと支払い「会社の
ための未払い賃金対策」を講じる必要があります。訴えられてか
らでは遅いのです。
　専門家の支援を受けるなど、労基法をはじめとする労働法に関
する専門的知識を有する労働者等が増加することが予想される
中、従来にも増して、より法令遵守を意識した対応方法を企業は
考える必要があります。書店やインターネット上では、未払い賃
金を取り戻すマニュアル本の類が多数、見受けられます。これら
は、当然法的根拠を押さえたものであり、これらに対抗できない
と、企業としては最悪の事態を招く可能性があります。

※具体的対策は、次号 “その２”に掲載予定


